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特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（行政機関等・地方公共団体等編）（平成２６年特定個人情報保護委員会告示第６号）の

一部改正の新旧対照表 

○平成２６年特定個人情報保護委員会告示第６号（特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（行政機関等・地方公共団体等編）） 

（傍線部分は改正部分）  
改正後  改正前（平成 27 年 10 月５日公表）  

特定個人情報の適正な取扱いに 

関するガイドライン 

（行政機関等・地方公共団体等編） 

目次～第１ （略） 

第２ 用語の定義等 

本ガイドラインで使用する用語の定義等については、法令上の定義

等に従い、次の表のとおりとする。 

項番 用語 定義等 

①～② (略) (略) 

③ 個人番号 番号法第７条第１項又は第２項の規定によ

り、住民票コードを変換して得られる番号で

あって、当該住民票コードが記載された住民

票に係る者を識別するために指定されるもの

をいう（番号法第２条第６項及び第７項、第

８条並びに第 51条並びに附則第３条第１項か

ら 第 ３ 項 ま で 及 び 第 ５ 項 に お け る 個 人 番

号）。 

【番号法第２条第５項】 

④ 特定個人

情報 

個人番号（個人番号に対応し、当該個人番号

に代わって用いられる番号、記号その他の符

号であって、住民票コード以外のものを含

む。番号法第７条第１項及び第２項、第８条

特定個人情報の適正な取扱いに 

関するガイドライン 

（行政機関等・地方公共団体等編） 

目次～第１ （略） 

第２ 用語の定義等 

本ガイドラインで使用する用語の定義等については、法令上の定義

等に従い、次の表のとおりとする。 

項番 用語 定義等 

①～② (略) (略) 

③ 個人番号 番号法第７条第１項又は第２項の規定によ

り、住民票コードを変換して得られる番号で

あって、当該住民票コードが記載された住民

票に係る者を識別するために指定されるもの

をいう（番号法第２条第６項及び第７項、第

８条並びに第 67条並びに附則第３条第１項か

ら 第 ３ 項 ま で 及 び 第 ５ 項 に お け る 個 人 番

号）。 

【番号法第２条第５項】 

④ 特 定 個 人

情報 

個人番号（個人番号に対応し、当該個人番号

に代わって用いられる番号、記号その他の符

号であって、住民票コード以外のものを含

む。番号法第７条第１項及び第２項、第８条



2 

改正後  改正前（平成 27 年 10 月５日公表）  

並びに第 51条並びに附則第３条第１項から第

３項まで及び第５項を除く。）をその内容に

含む個人情報をいう。 

【番号法第２条第８項】 

 

※  生存する個人の個人番号についても、特

定個人情報に該当する（番号法第１条参

照）。 

⑤～⑮ (略) (略) 

第３ 総論 

第３－１ 目的 

個人情報保護委員会（以下「委員会」という。）は、個人情報保

護法第51条に基づき、個人情報の適正かつ効果的な活用が新たな産

業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資す

るものであることその他の個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の

権利利益を保護するため、個人情報の適正な取扱いの確保を図るこ

と（個人番号利用事務等実施者に対する指導及び助言その他の措置

を講ずることを含む。）を任務としている。本ガイドラインは、番

号法第４条及び個人情報保護法第51条に基づき、行政機関等及び地

方公共団体等が特定個人情報の適正な取扱いを確保するための具体

的な指針を定めるものである。 

第３－２～第３－３ （略） 

第３－４ 番号法の特定個人情報に関する保護措置 

⑴ （略） 

⑵ 委員会による監視・監督 

委員会は、特定個人情報の取扱いに関する監視・監督を行うた

並びに第 67条並びに附則第３条第１項から第

３項まで及び第５項を除く。）をその内容に

含む個人情報をいう。 

【番号法第２条第８項】 

 

※  生存する個人の個人番号についても、特

定個人情報に該当する（番号法第 37条参

照）。 

⑤～⑮ (略) (略) 

第３ 総論 

第３－１ 目的 

特定個人情報保護委員会（以下「委員会」という。）は、番号法

第37条に基づき、国民生活にとっての個人番号その他の特定個人情

報の有用性に配慮しつつ、その適正な取扱いを確保するために必要

な措置を講ずることを任務としている。本ガイドラインは、同法第

４条及び第37条に基づき、行政機関等及び地方公共団体等が特定個

人情報の適正な取扱いを確保するための具体的な指針を定めるもの

である。 

 

 

 

第３－２～第３－３ （略） 

第３－４ 番号法の特定個人情報に関する保護措置 

⑴ （略） 

⑵ 委員会による監視・監督 

委員会は、特定個人情報の取扱いに関する監視・監督を行うた
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め、次に掲げる権限を有している。 

・ 個人番号利用事務等実施者に対し、特定個人情報の取扱いに

関し、必要な指導及び助言をすることができる。この場合にお

いて、特定個人情報の適正な取扱いを確保するために必要があ

ると認めるときは、当該特定個人情報と共に管理されている特

定個人情報以外の個人情報の取扱いに関し、併せて指導及び助

言をすることができる（番号法第36条）。 

・ 特定個人情報の取扱いに関して法令違反行為が行われた場合

において、その適正な取扱いの確保のために必要があると認め

るときは、当該違反行為をした者に対し、期限を定めて、当該

違反行為の中止その他違反を是正するために必要な措置をとる

べき旨を勧告することができる（同法第37条第１項）。 

・ 勧告を受けた者が正当な理由なく勧告に係る措置をとらなか

ったときは、その者に対し、期限を定めて、勧告に係る措置を

とるべきことを命ずることができる（同条第２項）。 

・ さらに、特定個人情報の取扱いに関して法令違反行為が行わ

れた場合において、個人の重大な権利利益を害する事実がある

ため緊急に措置をとる必要があると認めるときは、当該違反行

為をした者に対し、期限を定めて、当該違反行為の中止その他

違反を是正するために必要な措置をとるべき旨を命ずることが

できる（同条第３項）。 

・ 特定個人情報を取り扱う者その他の関係者に対し、特定個人

情報の取扱いに関し、必要な報告若しくは資料の提出を求める

こと又は立入検査を行うことができる（同法第38条）。 

⑶ 罰則の強化 

行政機関個人情報保護法、独立行政法人等個人情報保護法、

め、次に掲げる権限を有している。 

・ 個人番号利用事務等実施者に対し、特定個人情報の取扱いに

関し、必要な指導及び助言をすることができる。この場合にお

いて、特定個人情報の適正な取扱いを確保するために必要があ

ると認めるときは、当該特定個人情報と共に管理されている特

定個人情報以外の個人情報の取扱いに関し、併せて指導及び助

言をすることができる（番号法第50条）。 

・ 特定個人情報の取扱いに関して法令違反行為が行われた場合

において、その適正な取扱いの確保のために必要があると認め

るときは、当該違反行為をした者に対し、期限を定めて、当該

違反行為の中止その他違反を是正するために必要な措置をとる

べき旨を勧告することができる（同法第51条第１項）。 

・ 勧告を受けた者が正当な理由なく勧告に係る措置をとらなか

ったときは、その者に対し、期限を定めて、勧告に係る措置を

とるべきことを命ずることができる（同条第２項）。 

・ さらに、特定個人情報の取扱いに関して法令違反行為が行わ

れた場合において、個人の重大な権利利益を害する事実がある

ため緊急に措置をとる必要があると認めるときは、当該違反行

為をした者に対し、期限を定めて、当該違反行為の中止その他

違反を是正するために必要な措置をとるべき旨を命ずることが

できる（同条第３項）。 

・ 特定個人情報を取り扱う者その他の関係者に対し、特定個人

情報の取扱いに関し、必要な報告若しくは資料の提出を求める

こと又は立入検査を行うことができる（同法第52条）。  
⑶ 罰則の強化 

行政機関個人情報保護法、独立行政法人等個人情報保護法、
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「住民基本台帳法」（昭和42年法律第81号）、「国家公務員法」

（昭和22年法律第120号）及び「地方公務員法」（昭和25年法律第

261号）においては、正当な理由なく個人情報ファイルを提供した

とき、不正な利益を図る目的で保有個人情報を提供又は盗用した

とき、職務上知り得た秘密を漏えい又は盗用したとき等に罰則が

科されることとされているが、番号法においては、類似の刑の上

限が引き上げられている等罰則が強化されている（番号法第51条

から第58条まで）。 

なお、次表①から⑤までは、日本国外においてこれらの罪を犯

した者にも適用される（同法第59条）。 

項番 行為 番号法 

同種法律における類似規定の罰則 

行政機関個人
情報保護法 
[独立行政法
人等個人情報
保護法] 

住民基本 
台帳法 

国家公務員法 
[地方公務員法] 

① (略) 

４ 年 以 下 の 懲
役若しくは200
万 円 以 下 の 罰
金又は併科 
（第51条） 

(略) (略) (略) 

② (略) 

３年以下の懲役
若しくは 150万
円以下の罰金又
は併科 
（第52条） 

(略) (略) (略) 

③ (略) 
同上 
（第53条） 

(略) (略) (略) 

④ (略) 

３年以下の懲役
又は 150万円以
下の罰金 
（第54条） 

(略) (略) (略) 

「住民基本台帳法」（昭和42年法律第81号）、「国家公務員法」

（昭和22年法律第120号）及び「地方公務員法」（昭和25年法律第

261号）においては、正当な理由なく個人情報ファイルを提供した

とき、不正な利益を図る目的で保有個人情報を提供又は盗用した

とき、職務上知り得た秘密を漏えい又は盗用したとき等に罰則が

科されることとされているが、番号法においては 

、類似の刑の上限が引き上げられている等罰則が強化されてい

る（番号法第67条から第75条まで）。 

なお、次表①から⑥までは、日本国外においてこれらの罪を犯

した者にも適用される（同法第76条）。 

項番 行為 番号法 

同種法律における類似規定の罰則 

行政機関個人
情報保護法 
[独立行政法
人等個人情報
保護法] 

住民基本 
台帳法 

国家公務員法 
[地方公務員法] 

① (略) 

４ 年 以 下 の 懲
役若しくは 200
万 円 以 下 の 罰
金又は併科 
（第67条） 

(略) (略) (略) 

② (略) 

３年以下の懲役
若 し く は 150万
円以下の罰金又
は併科 
（第68条） 

(略) (略) (略) 

③ (略) 
同上 
（第69条） 

(略) (略) (略) 

④ (略) 

３年以下の懲役
又 は 150万 円 以
下の罰金 
（第70条） 

(略) (略) (略) 
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⑤ (略) 

２年以下の懲役
又は 100万円以
下の罰金 
（第55条） 

(略) (略) (略) 

(削除) (削除) (削除) (削除) (削除) (削除) 

⑥ (略) 

２年以下の懲役
又は50万円以下
の罰金 
（第56条） 

(略) (略) (略) 

⑦ (略) 

１年以下の懲役
又は50万円以下
の罰金 
（第57条） 

(略) (略) (略) 

⑧ (略) 

６月以下の懲役
又は50万円以下
の罰金 
（第58条） 

(略) (略) (略) 

第３－５（略） 

第３－６ 特定個人情報の漏えい事案等が発生した場合の対応 

特定個人情報の漏えい事案等が発生した場合の対応については、

別に定める。 

⑤ (略) 

２年以下の懲役
又 は 100万 円 以
下の罰金 
（第71条） 

(略) (略) (略) 

⑥ 

委員会の
委員等
が、職務
上知り得
た秘密を
漏えい又
は盗用 

同上 
（第72条） 

一 

１年以
下の懲
役又は
30万以
下の罰
則 
（第44
条） 

１年以
下の懲
役又は
50万以
下の罰
則 
（109条
柱書、
同条第
12号[第
60条柱
書、同
条第２
号]）
（注） 

⑦ (略) 

２年以下の懲役
又は50万円以下
の罰金 
（第73条） 

(略) (略) (略) 

⑧ (略) 

１年以下の懲役
又は50万円以下
の罰金 
（第74条） 

(略) (略) (略) 

⑨ (略) 

６月以下の懲役
又は50万円以下
の罰金 
（第75条） 

(略) (略) (略) 

第３－５（略） 

第３－６ 特定個人情報の漏えい事案等が発生した場合の対応  

特定個人情報の漏えい事案等が発生した場合の対応については、

別に定める。 
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※ 特定個人情報の漏えい事案等が発生した場合の対応の具体的な

内容については、番号法第28条の４及び「特定個人情報の漏えい

その他の特定個人情報の安全の確保に係る重大な事態の報告に関

する規則」（平成27年特定個人情報保護委員会規則第５号）並び

に「独立行政法人等及び地方公共団体等における特定個人情報の

漏えい事案等が発生した場合の対応について」（平成27年特定個

人情報保護委員会告示第１号）及び「行政機関における特定個人

情報の漏えい事案等が発生した場合の対応について」（平成27年 

９月28日特個第581号特定個人情報保護委員会事務局長通知）参

照のこと。 

第３－７～～第４－３－⑴（略） 

第４－３－⑵ 個人番号の提供の求めの制限、特定個人情報の提供制限 

１～２Ｂａ（略） 

ｂ 個人番号関係事務実施者からの提供（第２号） 

個人番号関係事務実施者は、個人番号関係事務を処理するに当

たり、必要な限度で特定個人情報を提供することとなる。 

＊  行政機関等又は地方公共団体等（個人番号関係事務実施者）

は、所得税法第226条第１項の規定に従って、給与所得の源泉

徴収票の提出という個人番号関係事務を処理するために、職員の

個人番号が記載された給与所得の源泉徴収票を作成し、税務署長

に提出することとなる。  

＊  給与受給者である職員は、扶養控除等申告書の提出という個人

番号関係事務を処理するために、勤務先である行政機関等又は地

方公共団体等（個人番号関係事務実施者）に対し、その扶養親族

の個人番号を記載した扶養控除等申告書を提出することとなる

（この場合、職員は個人番号関係事務実施者となる。）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３－７～第４－３－⑴（略） 

第４－３－⑵ 個人番号の提供の求めの制限、特定個人情報の提供制限 

１～２Ｂａ（略） 

ｂ 個人番号関係事務実施者からの提供（第２号） 

個人番号関係事務実施者は、個人番号関係事務を処理するに当

たり、必要な限度で特定個人情報を提供することとなる。 

＊  行政機関等又は地方公共団体等（個人番号関係事務実施者）

は、所得税法第226条第１項の規定に従って、給与所得の源泉

徴収票の提出という個人番号関係事務を処理するために、職員の

個人番号が記載された給与所得の源泉徴収票を２通作成し、１通

を税務署長に提出し、他の１通を本人に交付することとなる。  

＊  給与受給者である職員は、扶養控除等申告書の提出という個人

番号関係事務を処理するために、勤務先である行政機関等又は地

方公共団体等（個人番号関係事務実施者）に対し、その扶養親族

の個人番号を記載した扶養控除等申告書を提出することとなる

（この場合、職員は個人番号関係事務実施者となる。）。  
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ｃ～ｉ（略） 

ｊ 委員会からの提供の求め（第11号） 

委員会が、特定個人情報の取扱いに関し、番号法第38条第１項

の規定により、特定個人情報の提出を求めた場合には、この求め

に応じ、委員会に対し、特定個人情報を提供しなければならな

い。 

ｋ～ｍ（略） 

Ｃ（略） 

第４－３⑶～第４－４⑵Ｂ（略） 

Ｃ 保有をやめたときの通知（番号法第29条第１項又は第30条第１項

により読み替えて適用される行政機関個人情報保護法第10条第３

項）  
行政機関の長は、行政機関個人情報保護法第10条第１項に規定す

る事項を通知した特定個人情報ファイルについて、当該行政機関が

その保有をやめたとき、又はその個人情報ファイルが同条第２項第

９号に該当するに至ったときは、遅滞なく、委員会に対しその旨を

通知しなければならない。 

〈参考〉行政機関における委員会への事前通知等の要否  
事前通知等  

の要否  具体的な場面  

必要な場合  （略）  
不要な場合  （略）  

（独立行政法人等及び地方公共団体等は、委員会へ事前通知等をする必要はない。）  
（以下略） 

ｃ～ｉ （略） 

ｊ 委員会からの提供の求め（第11号） 

委員会が、特定個人情報の取扱いに関し、番号法第52条第１項

の規定により、特定個人情報の提出を求めた場合には、この求め

に応じ、委員会に対し、特定個人情報を提供しなければならな

い。 

ｋ～ｍ（略） 

Ｃ（略） 

第４－３⑶～第４－４⑵Ｂ（略） 

Ｃ 保有をやめたときの通知（番号法第29条第１項又は第30条第１項

により読み替えて適用される行政機関個人情報保護法第10条第３

項）  
行政機関の長は、行政機関個人情報保護法第10条第１項に規定す

る事項を通知した特定個人情報ファイルについて、当該行政機関が

その保有をやめたとき、又はその個人情報ファイルが同条第２項第

９号に該当するに至ったときは、遅滞なく、委員会に対しその旨を

通知しなければならない。 

〈参考〉行政機関における特定個人情報保護委員会への事前通知等の要否  
事前通知等  

の要否  具体的な場面  

必要な場合  （略）  
不要な場合  （略）  

（独立行政法人等及び地方公共団体等は、委員会へ事前通知等をする必要はない。

（以下略） 

 


